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（４）地域コミュニティの維持等、地域の実情に応じた開発許可制度の柔軟な運用 

    ■ 地域の実情に応じた市町村のまちづくりを支援するため、市街化調整区域における

立地基準等の適用に関する検討を行うとともに、開発許可制度を柔軟に運用します。 

・市街化区域に近・隣接し、既に相当程度の公共施設が整備された区域 

・人口減少等により地域コミュニティの維持が困難な既存集落の区域 

 ・都市計画が決定された時点で、既に概成していた住宅団地の区域 

・浸水被害や土砂災害等の発生が懸念される危険な土地の区域 

 

 

５ 課題への対応 

（１）デジタル化の推進 

■ 国の動向を注視しながら、府民ニーズに即した情報の電子化を検討します。 

 

（２） 関係機関等との連携 

■ 京都府内における建築行政連携体制の強化を検討します。 

 

（３） 職員の技術力の向上 

■ 建築職員の技術力及び実務能力向上等を目的とした「建築職員等育成プログラム（案）」 

に基づき、人材育成を実施します。 
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９９  住住宅宅 

基本方針  
 

 
 
 
 

社会情勢の変化に対応し、京都の文化を踏まえた豊かで魅力ある住生活を実現するため、住宅・住

環境の安心・安全の確保や質の向上に努め、府民 1人 1 人の住まい力を高めます。 

また、高齢者、障害者等の住宅の確保に配慮が必要な方への住宅セーフティーネット構築や、地域

全体で子どもや子育て世代を支える子育てにやさしいまちづくりに向けて、府営住宅の計画的な建て

替えや住戸の改善等を推進するとともに、民間の空き家・空き室も含めたストックの有効活用などに

より、住宅に関する社会的な課題に取り組んでいきます。 

 
１ 「京都府住生活基本計画」に基づき、住宅施策を着実に推進します。 

  （計画期間：令和３年度～令和12年度） 

（１）京都府において中長期的にめざすべき住生活の姿 

■ 府民のだれもが安心して暮らせること 

■ 良質な住宅・住環境が次世代に継承されること 

■ 住生活の前提となる安全が確保されること 

■ 府民それぞれの住まい力の向上が図られること 

 

（２）住宅政策の目標と基本的な施策 

 

 

 
 

  

 
 
 

２ 「京都府府営住宅等長寿命化計画」に基づく府営住宅施策を着実に推進します。 
  （計画期間：平成28年度～令和７年度） 
 
 
 
 
 
 

社会経済情勢等の変化  住生活基本計画（全国計画）  前計画での取組状況 

京都府総合計画  京都府 WITH コロナ・POST コロナ戦略 
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現状と課題   
 

１ 京都府の住宅事情 

京都府の人口は、平成16年の265万人を

ピークに減少しています。世帯数につい

ても今後は減少に転ずると見込まれてい

ますが、一方で単独世帯は増加を続けて

おり、特に高齢者の孤立が懸念されてい

ます。  

また、地域コミュニティの希薄化や地

域活力の低下なども課題となっており、

平成30年時点で府全体の空き家率は12.

8％でした。 

住宅総数(約134万戸)のうち4％(約5.4

万戸)が公的賃貸住宅、24.7％(約33万戸)

が民間賃貸住宅、13.4%(約18万戸)が居住

世帯のない住宅であり、賃貸用住宅の空

き家は5.7%(約7.7万戸)となっています。 

 

 

２ 課題 

■ 今後増加する高齢単独世帯の受け皿となる住宅の不足や、高齢者の社会的孤立による孤独死等

の問題が懸念され、住宅団地での建て替え等におけるコミュニティスペースの整備や社会福祉

施設の併設等、地域で高齢世帯が暮らしやすい環境を整備することが必要です。 

■ 高齢者、障害者をはじめとした住宅確保要配慮者が民間賃貸住宅への入居を拒まれることがあ

るため、空き家等を活用した住宅確保要配慮者に対する支援「住宅セーフティネット」の構築

が重要となっています。 

■ 子育て環境日本一の実現に向け、子育て世代を地域で支え、その不安や負担を軽減するため、

子育て世代同士の交流の場創出や子育て世代が取得しやすい住まいの確保が必要です。 

■ 空き家の増加に伴う周辺環境への悪影響、地域活力の低下等を防止するため、空き家の発生抑

制や適切な管理に加えて、地域活性化を図る観点からも利活用をさらに進める必要があります。 

■ 持続可能な脱炭素社会の実現を見据えるとともに、居住者の快適性や健康長寿の確保等、幅広

い視点から住宅の省エネルギー化を進める必要があります。 

■ 昭和40年代に大量に建設した府営住宅等の更新時期を迎える中で、財政負担を縮減し、平準化

させながら既存ストックを長寿命化し、最大限有効に活用していくとともに、誰もが安心して

暮らせる建替整備やエレベーターの設置といったバリアフリー化など既存府営住宅等の再整備

を推進する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

府営住宅戸数 

14,825 戸 
令和 6年 4月 1日現在 
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令和６年度主要事業の概要  

１ 府営住宅の整備と活用 

（１）既存府営住宅等の計画的な建替え・改善等の推進 

■ 既存府営住宅の建替え  

建築後長期間が経過して老朽化や、設備、間取りの陳腐化が進み、現在の居住面積水準を満

たさない府営住宅において、「府営住宅等長寿命化計画」に基づいて建替えを実施し、居住水

準を向上させるとともに、コミュニティバランスを配慮し、子育て世帯を含む多様な世帯が居

住し交流できる住宅・住環境の整備を推進します。 

〇向日台団地（R5：入居者移転、解体工事等 R6：解体工事、建設工事等） 

〇城南団地（R5：入居者移転等、基本・実施設計、解体工事等 R6：実施設計、解体工事等） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  
 
■ 既設府営住宅等の改善 

既存住棟へのエレベーターやスロープの設置、住戸内に手すりを設置する等のバリアフリー

化、ユニットバス化等水回り箇所の改善や電気容量アップなどにより居住性を向上させ、安心

して暮らしやすい住宅を整備するとともに、外壁材の落下や屋根材の飛散を防止するための改

修を行い、安全性を高めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 府内産木材の利用及びＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）化の推進 

「京都府府内産木材の利用等の促進に関する条例」に基づき、住棟や集会所に府内産木材等

の地域資源を積極的に活用することで、親しみやすさを高め、周辺環境と調和した住宅の整備

を推進します。 

また、建替え時はＺＥＨ化や太陽光パネル等の再生可能エネルギー設備の設置により、温室

効果ガス排出量を削減します。 
 

■ 子育て世帯向け府営住宅リノベーション事業 

子どもを産み・育てやすい居住空間を備える住戸リノベーションを実施し、優れた子育て環

境の整備を図ります。 

 

 

＜改修イメージ＞ 

    子どもの様子を 

見守りながら家事 

を行えるよう、間 

取り、キッチンの 

変更。 

向日台団地（イメージパース） 

エレベーター設置 手すり設置 ﾕﾆｯﾄﾊﾞｽ化 

城南団地（イメージパース） 
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現状と課題   
 

１ 京都府の住宅事情 

京都府の人口は、平成16年の265万人を

ピークに減少しています。世帯数につい

ても今後は減少に転ずると見込まれてい

ますが、一方で単独世帯は増加を続けて

おり、特に高齢者の孤立が懸念されてい

ます。  

また、地域コミュニティの希薄化や地

域活力の低下なども課題となっており、

平成30年時点で府全体の空き家率は12.

8％でした。 

住宅総数(約134万戸)のうち4％(約5.4

万戸)が公的賃貸住宅、24.7％(約33万戸)

が民間賃貸住宅、13.4%(約18万戸)が居住

世帯のない住宅であり、賃貸用住宅の空

き家は5.7%(約7.7万戸)となっています。 

 

 

２ 課題 

■ 今後増加する高齢単独世帯の受け皿となる住宅の不足や、高齢者の社会的孤立による孤独死等

の問題が懸念され、住宅団地での建て替え等におけるコミュニティスペースの整備や社会福祉

施設の併設等、地域で高齢世帯が暮らしやすい環境を整備することが必要です。 

■ 高齢者、障害者をはじめとした住宅確保要配慮者が民間賃貸住宅への入居を拒まれることがあ

るため、空き家等を活用した住宅確保要配慮者に対する支援「住宅セーフティネット」の構築

が重要となっています。 

■ 子育て環境日本一の実現に向け、子育て世代を地域で支え、その不安や負担を軽減するため、

子育て世代同士の交流の場創出や子育て世代が取得しやすい住まいの確保が必要です。 

■ 空き家の増加に伴う周辺環境への悪影響、地域活力の低下等を防止するため、空き家の発生抑

制や適切な管理に加えて、地域活性化を図る観点からも利活用をさらに進める必要があります。 

■ 持続可能な脱炭素社会の実現を見据えるとともに、居住者の快適性や健康長寿の確保等、幅広

い視点から住宅の省エネルギー化を進める必要があります。 

■ 昭和40年代に大量に建設した府営住宅等の更新時期を迎える中で、財政負担を縮減し、平準化

させながら既存ストックを長寿命化し、最大限有効に活用していくとともに、誰もが安心して

暮らせる建替整備やエレベーターの設置といったバリアフリー化など既存府営住宅等の再整備

を推進する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

府営住宅戸数 

14,825 戸 
令和 6年 4月 1日現在 
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令和６年度主要事業の概要  

１ 府営住宅の整備と活用 

（１）既存府営住宅等の計画的な建替え・改善等の推進 

■ 既存府営住宅の建替え  

建築後長期間が経過して老朽化や、設備、間取りの陳腐化が進み、現在の居住面積水準を満

たさない府営住宅において、「府営住宅等長寿命化計画」に基づいて建替えを実施し、居住水

準を向上させるとともに、コミュニティバランスを配慮し、子育て世帯を含む多様な世帯が居

住し交流できる住宅・住環境の整備を推進します。 

〇向日台団地（R5：入居者移転、解体工事等 R6：解体工事、建設工事等） 

〇城南団地（R5：入居者移転等、基本・実施設計、解体工事等 R6：実施設計、解体工事等） 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  
 
■ 既設府営住宅等の改善 

既存住棟へのエレベーターやスロープの設置、住戸内に手すりを設置する等のバリアフリー

化、ユニットバス化等水回り箇所の改善や電気容量アップなどにより居住性を向上させ、安心

して暮らしやすい住宅を整備するとともに、外壁材の落下や屋根材の飛散を防止するための改

修を行い、安全性を高めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 府内産木材の利用及びＺＥＨ（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス）化の推進 

「京都府府内産木材の利用等の促進に関する条例」に基づき、住棟や集会所に府内産木材等

の地域資源を積極的に活用することで、親しみやすさを高め、周辺環境と調和した住宅の整備

を推進します。 

また、建替え時はＺＥＨ化や太陽光パネル等の再生可能エネルギー設備の設置により、温室

効果ガス排出量を削減します。 
 

■ 子育て世帯向け府営住宅リノベーション事業 

子どもを産み・育てやすい居住空間を備える住戸リノベーションを実施し、優れた子育て環

境の整備を図ります。 

 

 

＜改修イメージ＞ 

    子どもの様子を 

見守りながら家事 

を行えるよう、間 

取り、キッチンの 

変更。 

向日台団地（イメージパース） 

エレベーター設置 手すり設置 ﾕﾆｯﾄﾊﾞｽ化 

城南団地（イメージパース） 
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（２）空き家の活用 

■ 府営住宅ストック公民連携活用事業 

府営住宅空き住戸等の利活用について、民間事業者などから提案を募り、子育て支援、地

域活性化、産業成長等の公益性のある利用に供することにより、収入確保をはじめ府有資産

の有効活用や団地コミュニティの活性化、ひいては府民サービスの向上・施策効果の拡大を

図ります。 

 

２ 府営住宅等の管理の適正化 

（１）府民のニーズに対応した府営住宅等の管理の推進 

   ■ 住宅困窮者へのニーズに明確に対応し、住宅困窮度が特に高い高齢者、障害者、母子・子育

て世帯等を対象にした特定目的優先入居を実施して、多様化する住宅困窮者に対しても府営

住宅等の入居基準等を適切に運用し、安心して暮らすことができる住宅を確保します。 

府営住宅家賃等の長期滞納者や高額所得者については、家屋明渡請求訴訟等の法的措置によ

り退去を進め、入居希望者の入居の機会の拡大に努めるとともに、弁護士の活用による退去

者滞納家賃の回収を進めています。 

（２）府営住宅等駐車場整備推進事業 

   ■ 入居者の利便性と団地環境を向上させるため、駐車場を整備します。 

 

３ 民間住宅の住宅セーフティネット 

   ■ 高齢者や障害者等、全ての住宅確保要配慮者が安心して暮らせる住生活の実現のため、京都

府賃貸住宅供給促進計画に基づき、行政の住宅部局や福祉部局・福祉関係者・不動産関係者・

高齢者等入居サポーターや住宅確保要配慮者居住支援法人などの関係者が連携して住宅セ

ーフティネットの構築に取り組みます。 

 

４ 大規模自然災害に係る被災者の支援 

（１）府営住宅等を活用したセーフティネットの確保 

   ■ 自然災害等により罹災し、住宅に住めない方などを府営住宅に受け入れます。 

（２）大規模自然災害に係る地域再建被災者住宅等支援事業 

   ■ 大規模自然災害により住宅等の被害を受けた府民が、可能な限り早期に安定した生活を再建

することにより地域のコミュニティの崩壊を防止し、活力を取り戻すため、市町村、金融

機関と連携して、住宅再建等への助成・融資を行います。 

 

５ 民間住宅の良質ストックの形成 

（１）住宅建設資金及び住宅改良資金の融資 

■ 良質な住宅の建設や生活様式の変化に対応した住宅改修等を促進するため、金融機関と連携

して住宅建設資金及び住宅改良資金の融資を行っています。 

（２） 長期優良住宅建築等計画の認定 

■ 長期にわたり良好な状態で使用するための措置が講じられた優良な住宅の普及を促進する

ことを目的として、「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に基づき、「長期優良住宅建

築等計画」の認定等を行っています。 

 

６ 次世代下宿「京都ソリデール」事業 

■ 低廉で質の高い住宅確保を求める若者と自宅の一室を提供する高齢者との交流を図る次世

代下宿「京都ソリデール」事業を推進し、若者の府外への転出抑制、府外からの転入及び地

方への定住を促進します。 

 

７ 住宅に関する情報提供 

（１）住宅相談事業 

■ 住宅に関する様々な相談や法律や建築に関する専門的な相談ができる事業を行っています。 

（２）ホームページによる住情報の提供 

■ 府営住宅や住宅資金融資制度、分譲マンションの管理に関するガイドライン等の住宅施策に

関する情報を府民が容易に得られるよう、ホームページにおいて住情報を提供します。 
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１１  河河川川 

基本方針  
 

現状と課題  
  

□2  ハード・ソフト一体的な防災・減災対策           
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 京都府の河川 

京都府内の一級河川及び二級河川は、合わせて 394 河川、延長約 2,046km であり、このうち、知 

事が管理する河川は、377 河川、延長約 1,852km（全延長の約９割）です。府管理河川の河川整備 

率(＝整備済延長／要改修延長)は、令和５年度末時点で 37.59％となっています。 

（※整備済延長･･･時間雨量50㎜に対応できる整備が完成した延長） 

■河川数 
 394河川 
 内、大臣管理  25河川 
   知事管理 377河川 

一級河川 淀川水系 
180（46%） 

  内、大臣管理  23 
    知事管理 163 

一級河川 由良川水系 
125（32%） 

  内、大臣管理  2 
    知事管理 125 

二級河川 
89（22%） 
知事管理 

                        ※同一河川で大臣管理区間と知事管理区間がある河川が８河川あるため、合計河川数は和と一致しない  

■河川延長 
 2,046km 
 内、大臣管理   194km 
   知事管理 1,852km 

一級河川 淀川水系 
923km（45%） 

  内、大臣管理 138km 
    知事管理 785km 

一級河川 由良川水系 
714km（35%） 

  内、大臣管理 56km 
    知事管理 658km 

二級河川 
409km（20%） 

知事管理 

 

２ 近年の主な浸水被害        （単位：棟） 
 H24南部豪雨 H25台風18号 H26 8月豪雨 H29台風18号 H29台風21号 H30 7月豪雨 

床上浸水 906 1,482 1,835 111 368 539 

床下浸水 2,378  3,326 2,716 992 631 1,734  

 

 気候変動による水災害の激甚化・頻発化に対応するため、従来の河川整備に加えて、流域のあらゆる

関係者が協働して、流域全体で行う治水対策である「流域治水」の取組を推進する必要があります。 

全ての営みの土台となる安心・安全の実現を目指し、ハード・ソフト一体となった総合的

な防災・減災対策を着実に推進し、しなやかで災害に強い地域づくりを進めます。 

国や市町村と連携し、河川改修や貯留施設の整備等の流域治水の取組を進めます。 

○ 河川整備計画に基づく河川整備を推進し、治水安全度の向上を図ります。 

○ 天井川の切り下げ等の整備を進め、災害リスクの低減を図ります。 

○ 流域の将来計画に合わせた河川整備により、活力あるまちづくりを支援します。 

○ 国直轄河川の河川整備を促進しつつ、府管理区間や支川の整備を国と連携し推進します。 

○ ダムの事前放流等のソフト対策により、流域治水の取組を推進します。 

○ 良好な河川環境を保全し、多くの人に親しまれる川づくりを推進します。 

■「流域治水」の取り組みについて 
 
○気候変動の影響や社会状況の変化などを踏

まえ、河川の流域のあらゆる関係者が協働し

て流域全体で行う治水対策、「流域治水」の

取組を推進します。 
○集水域と河川区域のみならず、氾濫域も含め

て一つの流域として捉え、地域の特性に応

じ、 
①氾濫をできるだけ防ぐ、減らす対策、 
②被害対象を減少させるための対策、 
③被害の軽減、早期復旧・復興のための対策 
をハード・ソフト一体で多層的に進めます。 

○流域治水に取り組む主体を増やすため、水災

害を自分事化するなどの取組を推進します。 
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Ⅴ　事業の概要−１　成長・交流・暮らしの基盤づくり


